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(57) Abstract: This solar cell (10) i s provided with: a photoelectric converter (20); a first electrode (30) furnished on the light re
ceiving surface of the photoelectric converter (20); and a second electrode (40) furnished on the back surface of the photoelectric
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(57) 要 約： 本発 明に係 る太 陽電池 1 0 は、光電変換部 2 0 と、光電変換部 2 0 の 受光面上 に設 け られ た第
1 電極 3 0 と、光電変換部 2 0 の裏 面上 に設 け られ た第 2 電極 4 0 とを備 え、第 1 電極 3 0 及 び第 2 電極
4 0 は、バ イ ンダ樹脂 と導電性 フイラ一 とを含んで構 成 され ヤ ング率 （2 5 °C ) が 0 . 0 5 ~ 1 G P a で
あるバスバ _ 3 2 , 4 2 を有す る。本発 明の太 陽電池 は、上記の構 成 とす る ことに よ り、キ ャ リアの伝達
に必要 な導電性 を損 な うことな く、バスバーの密着性 を向上 させ る ことがで きる。



明 細 書

発明の名称 ：太陽電池及び太陽電池モジュール

技術分野

[0001 ] 本発明は、太陽電池及び太陽電池モジュールに関する。

背景技術

[0002] 太陽電池は、受光により発生したキャリアを収集するために、光電変換部

の主面上に電極を備える。かかる電極には、通常、光電変換部の広範囲から

キャリアを収集するフィンガーと、各フィンガーが接続されて、各フィンガ

—からキヤリァを集めるバスバ一とが含まれる。

[0003] フィンガーは、キャリアを効率良く収集するため、低抵抗損失であること

が要求される。一方、バスバ一には、モジュール化に際して太陽電池同士を

接続する配線材が取り付けられるため、配線材との良好な接続性が要求され

る。例えば、特許文献 1 には、焼結型の導電性材料を用いて形成されたフィ

ンガ一と、熱硬化型の導電性材料を用いて形成されたバスバ一とを備える太

陽電池が開示されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献1 ：特開 2 0 0 8 _ 2 0 5 1 3 7 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] 上記従来技術によれば、キャリアを効率良く収集でき、且つバスバ一と配

線材との良好な接続性を実現できる。 しかしながら、太陽電池の普及が急速

に進んでいる現状において、さらなる光電変換効率の向上が要求されている

課題を解決するための手段

[0006] 本発明の一態様に係る太陽電池は、光電変換部と、光電変換部の主面上に

設けられた電極とを備え、電極は、バインダ樹脂と導電性フイラ一とを含ん



で構成されたバスバ一を有 し、バスバーのヤング率 （2 5 °C ) は、 0 . 0 5

~ 1 G P a である。

発明の効果
[0007] 本発明によれば、良好な光電変換特性を有する太陽電池を提供することが

できる。

図面の簡単な説明

[0008] [ 図1] 本発明の実施形態の一例である太陽電池モジュールを示す断面図である

[図2 ] 本発明の実施形態の一例である太陽電池を受光面側から見た平面図であ

る。

[図3] 図 2 のA - A 線断面を示す図である。

[図4] 図 3 のB部拡大図において、バスバーに配線材を取り付けた様子を示す

図である。

[図5] 本発明の実施形態の一例である太陽電池の変形例を示す図である。

発明を実施するための形態
[0009] 図面を参照 して、本発明の実施形態を詳細に説明する。

本発明は、以下の実施形態に限定されない。また、実施形態において参照

する図面は、模式的に記載されたものであり、図面に描画された構成要素の

寸法比率などは、現物と異なる場合がある。具体的な寸法比率等は、以下の

説明を参酌 して判断されるべきである。

[00 10] 図 1 は、太陽電池モジュール 1 0 の一部を示す断面図である。

太陽電池モジュール 1 0 は、複数の太陽電池 1 1 と、太陽電池 1 1 の受光

面側に配置される第 1保護部材 1 2 と、太陽電池 1 1 の裏面側に配置される

第 2 保護部材 1 3 とを備える。複数の太陽電池 1 1 は、第 1保護部材 1 2 と

第 2 保護部材 1 3 とにより挟持されると共に、エチレン酢酸ビニル共重合体

( E V A ) 等の樹脂からなる充填剤 1 4 の層中に封止されている。

[001 1] 太陽電池モジュール 1 0 は、さらに、各太陽電池 1 1 を電気的に接続する

配線材 1 5 を備える。また、太陽電池モジュール 1 0 は、通常、配線材 1 5



同士 を接続 する渡 り配線材、 フ レーム、端子ボ ックス （いずれ も図示せず）

な どを備 える。

[001 2] ここで、 「受光面」 とは、太陽電池 1 1 の外部 か ら光が主 に入射する主面

を意味する。例 えば、光電変換素子 1 1 に入射する光の うち 5 0 % 超過〜 1

0 0 % が受光面側 か ら入射する。 また、 「裏面」 とは、受光面 と反対側 の面

を意味する。換言すると、主面の うち後述する電極面積 が大 きい方が裏面 と

なる。

[001 3] 太陽電池 1 1 は、太陽光等の光 を受光することでキャ リアを生成 する光電

変換部 2 0 と、光電変換部 2 0 の受光面上 に設 け られた受光面電極 である第

1 電極 3 0 と、光電変換部 2 0 の裏面上 に設 け られた裏面電極 である第 2 電

極 4 0 とを備 える。太陽電池 モジュール 1 0 では、光電変換部 2 0 で生成 さ

れたキャ リアが第 1 電極 3 0 及び第 2 電極 4 0 によ り収集 され、配線材 1 5

を介 して外部 に出力 され る。 尚、太陽電池 1 1 の裏面では、受光面 と比べて

光電変換特性 に対する遮光 ロスの影響 が少ないため、第 1 電極 3 0 よ りも大

面積 に第 2 電極 4 0 を形成 で きる。

[0014] 第 1 保護部材 1 2 には、例 えば、 ガラス基板や樹脂基板、樹脂 フイルム等

の透光性 を有 する部材 を用いることがで きるが、耐久性等の観点か らガラス

基板 が好適である。第 2 保護部材 1 3 には、第 1 保護部材 1 2 と同様 の部材

を用いることがで きるが、 コス トの削減や軽量化等の観点か ら、 ポ リエチ レ

ンテ レフタ レ一 卜 （P E T ) 製等の樹脂基板又 は樹脂 フイルムが好適である

。 尚、裏面側 か らの受光 を想定 しない場合、第 2 保護部材 1 3 は、不透明な

基板や樹脂 フイルム と してもよ く、例 えば、 アル ミ箔 をラミネ一 卜した積層

基材であ ってもよい。

[001 5] 配線材 1 5 は、隣接 して配置 され る太陽電池 1 1 同士 を接続 する。配線材

1 5 の一端側 は、隣接 して配置 され る太陽電池 1 1 の うち、一方の太陽電池

1 1 の第 1 電極 3 0 に取 り付 け られ る。配線材 1 5 の他端側 は、他方の太陽

電池 1 1 の第 2 電極 4 0 に接続 され る。 つ ま り、配線材 1 5 は、隣接 する太

陽電池 1 1 の間で太陽電池 モジュール 1 0 の厚み方向に折れ曲が り、隣接 す



る太陽電池 1 1 を電気的 に直列 に接続 す る。 太陽電池 モジ ュール 1 0 で は、

後述 す るよ うに、接着剤 1 6 を用 いてバ スバ 一 3 2 ， 4 2 と配線材 1 5 とを

接続 す る。接着剤 1 6 には、非導 電性 の樹脂接着剤 や銀 （A g ) 等 の導 電性

フ イラ一 を含有 す る導 電性 の樹脂接着剤 を用 いる ことがで きるが、非導 電性

或 いは異方導 電性 の樹脂接着剤 が好適 であ る。

[001 6] 以 下、 図 2 〜図 4 を参照 しなが ら、 さ らに太陽電池 1 1 の構成 について詳

言兄する。

図 2 は、 太陽電池 1 1 を受光面側 か ら見た平面 図であ る。 図 3 は、 図 2 の

A - A 線 断面 図であ って、 フ ィンガ一 3 が延び る方 向 に沿 って太陽電池 1

1 を厚 み方 向 に切 断 した断面 を示 す。 図 4 は、 図 3 の B 部拡 大図 において、

配線材 1 5 の接続形態 を示 す。

[001 7] 光 電変換部 2 0 は、例 えば、結 晶系 シ リコン （c - S ί ) 、 ガ リウム砒素

( G a A s ) 、 又 はイ ンジ ウム燐 （I n P ) 等 の半導体材料 か らな る基板 を

有 す る。光電変換部 2 0 は、例 えば、 n 型単結 晶 シ リコン基板 の受光面上 に

、 ί 型非 晶質 シ リコン層 と、 Ρ 型非 晶質 シ リコン層 と、酸化 イ ンジ ウム等 を

主成分 とす る透光性導 電酸化物 （T C O : T r a n s p a r e n t C o n

d u c t i v e O x i d e ) か らな る透 明導 電層 とを順 に有 す る。 また、

n 型単結 晶 シ リコン基板 の裏面上 に、 ί 型非 晶質 シ リコン層 と、 η 型非 晶質

シ リコン層 と、透 明導 電層 とを順 に有 す る。 尚、光電変換部 2 0 は この構成

に限定 され るものではな く、種 々の構成 を採 る ことがで きる。

[001 8] 光 電変換部 2 0 の受光面 は、 テ クスチ ャ構造 2 1 (図 4 参 照） を有 す る こ

とが好適 であ る。 テ クスチ ャ構造 2 とは、表面反射 を抑制 し、光電変換部

2 0 の光 吸収量 を増 大 させ る表面 凹凸構造 であ る。 テ クスチ ャ構造 2 の凹

凸高 さ、即 ち凹部 の深 さは、 1 m ~ 1 5 バ m が好適 であ り、 5 Ί ~ 1 0

m が特 に好適 であ る。 テ クスチ ャ構造 2 の具体例 と しては、 （1 0 0 )

面 を有 す る単結 晶 シ リコンか らな る基板 の受光面 に異方性 エ ッチ ングを施 す

ことによ って得 られ る ピラ ミッ ド状 （四角錐状 や四角錐台状 ）の凹凸構造 が

例示 で きる。或 いは、結 晶 シ リコンか らな る基板 の受光面 に等方性 エ ツチ ン



グを施すことによって得られる凹凸構造が例示できる。尚、テクスチャ構造

は、裏面にも設けられることが好ましい。

[00 19] 第 1 電極 3 0 は、例えば、複数 （例えば、 5 0 本）のフィンガー 3 と、

複数 （例えば、 2 本）のバスバ一 3 2 とを含んで構成される。フィンガー 3

は、光電変換部 2 0 で生成されたキヤリァを収集するキヤリァ収集用の電

極であり、受光面上の広範囲に形成される細線状の電極である。バスバー 3

2 は、フィンガー 3 1 からキャリアを集電する電極であって、全てのフィン

ガ一3 に電気的に接続されている。バスバ一 3 2 は配線材 1 5 が接続され

る接続用の電極でもある。

[0020] 太陽電池 1 1 では、 2 本のバスバー 3 2 が所定の間隔を空けて互いに平行

に配置され、これに交差して複数のフィンガ一 3 1 が配置されている。複数

のフィンガ一 3 は、一部がバスバ一 3 2 の各々から受光面の端縁側に延び

、残りが 2 本のバスバ一 3 2 を繋ぐように配置される。尚、本実施形態では

、第 2 電極 4 0 も、複数 （例えば、 2 5 0 本）のフィンガー4 と、複数 （

例えば、 2 本）のバスバ一4 2 とを含んで構成され、第 1 電極 3 0 と同様の

電極配置を有する。

[0021 ] フィンガー 3 1の幅は、特に限定されないが、遮光ロス低減等の観点から

3 0 m 5 0 バm が好適である。バスバ一 3 2 からの距離が遠くなるほ

ど幅を細くしてもよく、この場合、最細部の幅は3 0 m ~ 8 0 m が好適

である。バスバ一 3 2 の幅は、例えば、 0 . 5 m m ~ 1 . 5 m m が好適であ

り、配線材 1 5 の接続により発生する応力の緩和等の観点から、配線材 1 5

の幅の 8 0 ~ 1 0 0 % (同等）とすることが特に好適である。尚、第 2 電極

4 0 では、フィンガ一4 の幅をフィンガ一 3 よりも太くすることが好適

であり、例えば、 6 0 m ~ 2 5 0 m に設定する。

[0022] フィンガー 3 1 及びバスバ一 3 2 の高さは、特に限定されないが、抵抗損

失低減等の観点から4 0 m ~ 1 5 0 バm が好適である。また、バスバ一 3

2 の高さ h 2 は、配線材 1 5 との電気的接続を良好にするため、フィンガー

3 の高さ h と同等か h よりも高いことが好適である （図4 参照）。こ



こで、高さ h 1， h 2 とは、光電変換部 2 0 の最上面 （テクスチャ構造 2 1

の凸部）から各々の電極の最上面までの長さであって、走査型電子顕微鏡 （

S E M ) を用いた断面観察により計測される値の平均値である。尚、第 2 電

極 4 0 は、第 1電極 3 0 よりも電極面積が大きいため、第 1電極 3 0 の場合

よりも電極高さを低 くできる。バスバ一4 2 の高さは、第 1電極 3 0 の場合

と同様に、フィンガ一4 の高さと同等か h よりも高くすることが好適で

ある

[0023] フィンガー 3 1， 4 1、及びバスバ一 3 2 ， 4 2 は、バインダ樹脂と導電

性フイラ一とを含んで構成される。導電性フイラ一には、例えば、銀 （A g

) 、銅 （C u ) 、ニッケル （N i ) 等の金属粒子や力一ボン、又はこれらの

混合物などが用いられる。これらのうち、銀粒子が好適である。銀粒子の形

状は、特に限定されず、球状や紡錘状、針状、フレーク状、ィガ栗状等であ

つてもよい。銀粒子等の導電性フイラ一は、バインダ樹脂中に分散されてお

り、その含有量は、電極構成成分の全重量に対 して、 7 0 ~ 9 5 重量％が好

ましく、 7 5 ~ 9 2 重量％がより好ましく、 8 0 ~ 9 0 重量％が特に好まし

し、。バインダ樹脂の含有量は、電極構成成分の全重量に対 して、 5 ~ 3 0 重

量％が好ましく、 8 ~ 2 5 重量％がより好ましく、 1 0 ~ 2 0 重量％が特に

好ましい。尚、電極構成成分には、フイラ一分散剤等の添加剤が少量含まれ

ていてもよい。

[0024] フィンガー 3 1， 4 1、及びバスバ一 3 2 ， 4 2 は、スクリーン印刷法に

より形成されることが好適である。フィンガー 3 1等のスクリーン印刷法で

は、例えば、フィンガー 3 1等の形状に対応 した開口部を有するスクリーン

版、及びスキ一ジを用いて、光電変換部 2 0 の主面上に電極構成成分を含む

インクを転写する。そして、転写されたインクを加熱等により固化させてフ

インガ一 3 1等を形成する。インクとしては、上記バインダ樹脂と上記導電

性フィラ一とを混合 した加熱硬化タイプの導電性ペース 卜が好適である。当

該導電性ペース 卜には、粘度調整等の目的で少量の溶剤 （例えば、アル コ一

ル系、グリコ一ルェ一テル系、炭化水素系等の有機溶剤、又はこれらの混合



溶剤等）を加えても良い。尚、フィンガーとバスバーとは、別の印刷工程で

印刷され、各印刷工程で異なる導電性ペース 卜が使用される。

[0025] 太陽電池 1 1 では、フィンガー 3 1， 4 1 のヤング率 （2 5 °C ) が、 1超

過〜 5 O G P a であ り、ノくスバ一 3 2 ， 4 2 のヤング率 （2 5 °C ) が、 0 .

0 5 ~ 1 G P a である。

[0026] ャング率は、 T M A ( t h e r m a l m e c h a n i c a l a n a l y

s i s ) 法を用いて測定する。ヤング率は、室温 （2 5 °C ) にて圧縮応力に対

する歪み量を測定することにより得 られる。 これ らの関係式を下記に示す。

σ = E ε ( σ ：応力， Ε ：ヤング率， ε ：歪み）

[0027] バスバ一 3 2 ， 4 2 における上記導電性フイラ一の含有率 （電極構成成分

の全重量に対する）は、フィンガー 3 , 4 における上記導電性フイラ一

の含有率よりも低いことが好適である。即ち、各電極の機能に合わせて導電

性フイラ一の含有率を変更することが好適である。好ましくは、前者が 8 5

重量 0/ο未満、後者が 8 5 重量 0/ 0以上である。フィンガー 3 1， 4 1 における

導電性フイラ一の含有率を高 くすることで、フィンガー 3 1， 4 1 の抵抗損

失を低減することができる。尚、導電性フイラ一の含有率を下げると、電極

の柔軟性が高まり、ヤング率が下がる傾向にある。

[0028] バスバー 3 2 ， 4 2 の抵抗の大幅な上昇を抑制 しながら、柔軟性をさらに

高めるため、上記バインダ樹脂の組成を各電極の機能に合わせて変更するこ

とが好適である。本実施形態では、フィンガー 3 1 及びバスバ一 3 2 は、各

々のバインダ樹脂の組成が互いに異なり、フィンガー 4 1 はフィンガー 3 1

と同一組成、バスバ一 4 2 はバスバ一 3 2 と同一組成である。バスバ一 3 2

， 4 2 は、導電性フイラ一の含有率を 7 0 ~ 8 5 重量％、好ましくは 8 0 ~

8 5 重量％とし、且つヤング率を 0 . 0 7 ~ 0 . 7 G P a とすることが好ま

しく、 0 . 1 ~ 0 . 5 G P a とすることが特に好ましい。尚、フィンガー 3

1， 4 1 のヤング率 （2 5 °C ) は、 1 0 ~ 4 O G P a が好ましく、 1 5 ~ 3

5 G P a が特に好ましい。

[0029] 以下、上記バインダ樹脂の組成について詳説する。



フィンガ一 3 , 4 を構成するバインダ樹脂は、熱硬化性樹脂 を 9 0 超

過〜 1 0 0 重量％含有することが好適である。上記熱硬化性樹脂 と しては、

例えば、エポキシ系樹脂、 ウレタン系樹脂、 ウレァ系樹脂、 アク リル系樹脂

、イミ ド系樹脂、及び フ エ ノール 系樹脂か らなる群 より選択される少な くと

も 1 種 を用いることができる。 これ らのうち、エポキシ系樹脂、及びウレタ

ン系樹脂が好ま しく、エポキシ系樹脂 を主成分 （5 0 重量％以上） とするこ

とが特 に好ま しい。 また、エポキシ系樹脂等に、少量のシ リコー ン系樹脂等

を加えてもよい。尚、上記熱硬化性樹脂は、複数のグループに分類 されるも

の （例えば、エポキシ系樹脂及びウレタン系樹脂の両方に分類できる樹脂）

であってもよい。

[0030] 上記エポキシ系樹脂 と しては、脂環式エポキシ樹脂、鎖状エポキシ樹脂、

ビスフエノール A 型ェポキシ樹脂、エポキシフエノール ノポラック型樹脂、

ポ リダ リシジルエーテル型エポキシ樹脂、ポ リアルキ レンェ一テル型ェポキ

シ樹脂、エポキシァク リレ一 卜樹脂、脂肪酸変性エポキシ樹脂、 ウレタン変

性ェポキシ樹脂等が例示できる。

[0031 ] バ スバ一 3 2 ， 4 2 を構成するバインダ樹脂は、上記熱硬化性樹脂 を 5 0

~ 9 0 重量％、及びガラス転移温度 （以下、 T g という）が 2 5 °C以下であ

るゴム又はエラス トマ一を 1 0 ~ 5 0 重量 0/ 0含有することが好適である。 よ

り好ま しくは、前者が 6 0 ~ 8 5 重量％、後者が 1 5 ~ 4 0 重量％でぁ り、

特 に好ま しくは、前者が 7 0 ~ 8 0 重量％、後者が 2 0 ~ 3 0 重量％である

。尚、 T g は、示差走査型熱量計 （D S C ) で測定 した値である。エラス 卜

マ一は、熱可塑性エラス トマ一でも良い し、架橋エラス トマ一でも良い。

[0032] 上記 ゴムは、 T g が 2 5 °C以下、好ま しくは 0 °C以下、特 に好ま しくは—

2 0 °C以下の架橋性のポ リマ 一 を意味する。架橋構造は、加硫等により形成

できる。上記 ゴムと しては、例えば、ジェン系ゴム、才 レフィン系ゴム、 ゥ

レタン系ゴム、 アク リル系ゴム、含ケィ素 ゴム、含ハ ロゲンゴム、及び これ

らの変性物か らなる群 より選択される少な くとも 1 種 を用いることができる

。尚、上記 ゴムは、複数のグループに分類 されるものであってもよい。



[0033] ジェン系ゴムとしては、天然ゴム、ブタジエンゴム、イソプレンゴム、メ

チルゴム、プチルゴ厶、ポリペンタジェンゴム、ノルボルネンゴム、二トリ

ルゴ厶 （アクリロニトリル一ブタジエン共重合体、アクリロニトリル一イソ

プレン共重合体等）、スチレン—ブタジエン共重合体ゴム等が例示できる。

[0034] 才レフィン系ゴムとしては、エチレン一プロピレンゴム、エチレン一プロ

ピレン一ジェン共重合体ゴム、ポリィソプチレンゴム、ポリィソプチルェ一

テルゴム、ポリシクロペンテンゴム、マレイン酸変性エチレン一プロピレン

共重合体ゴム等が例示できる。

[0035] ウレタン系ゴムとしては、ポリエーテルウレタンゴム、ポリエステルウレ

タンゴム等が例示できる。

[0036] アクリル系ゴムとしては、アクリル酸エステル—アクリロニトリル共重合

体ゴム、ァクリル酸エステル—クロロェチルビ二ルェ一テル共重合体ゴム、

ァクリル酸エステル—プタジェン共重合体ゴム等が例示できる。

[0037] 含ケィ素ゴムとしては、シリコーンゴム （メチルビニルシリコーンゴム、

メチルフエ二ルビニルシリコーンゴム等）等が例示できる。

[0038] 含ハロゲンゴムとしては、クロロプレンゴム、臭素化プチルゴ厶、塩素化

プチルゴ厶、ヒドリンゴム （ェピクロロヒドリンゴム等）、クロ口スルホン

化ポリエチレンゴム、塩素化ポリエチレンゴム、マレイン酸変性塩素化ポリ

エチレンゴム、フッ素ゴム （ビニリデンフル才ロライドゴム、含フッ素ビニ

ルェ一テルゴム、含フッ素ホスファゼンゴム）等が例示できる。

[0039] 使用するゴム材に求められる特性としては、低温での密着性や柔軟性を保

つためにT g が低いこと、太陽電池モジュール 1 0 の最高到達温度 （約 1 2

0 °C ) での劣化(熱分解、酸化劣化、流動化）が少ない等の耐熱性が高いこと

などが挙げられる。また、ゴム材は、導電性ペース卜の安定性等の観点から

熱硬化性樹脂との適切な相溶性、分散性を有する必要がある。このような特

性を満たすものであれば、セルの保護性、密着性などの機能を保つことが可

能となる。

[0040] 上記熱可塑性エラストマ一は、T g が2 5 °C以下、好ましくは0 °C以下、



特 に好 ま しくは— 2 0 °C 以下の非架橋性のポ リマ 一 を意味する。上記熱可塑

性エラス トマ一 と しては、例 えば、 スチ レン系熱可塑性エラス トマ一、才 レ

フィン系熱可塑性エラス トマ一、 ウ レタン系熱可塑性エラス トマ一、エステ

ル系熱可塑性エラス トマ一、 アク リル系熱可塑性エラス トマ一、 シ リコー ン

系熱可塑性エラス トマ一、及び これ らの変性物か らなる群 よ り選択 される少

な くとも 1 種 を用いることがで きる。 これ らの うち、 スチ レン系熱可塑性ェ

ラス トマ一、 ウ レタン系熱可塑性エラス トマ一、及びシ リコー ン系熱可塑性

エラス トマ一が好 ま しく、 シ リコー ン系熱可塑性エラス トマ一、及び ウ レタ

ン系熱可塑性エラス トマ一が特 に好 ま しい。 尚、上記熱可塑性エラス トマ一

は、複数のグループに分類 されるものであ ってもよい。

[0041 ] スチ レン系熱可塑性エラス トマ一 と しては、 スチ レン一エチ レン一プチ レ

ン共重合体 （S E B ) 等のスチ レン系 A B 型ジプロック共重合体、 スチ レン

—ブタジエ ン—スチ レン共重合体 （S B S ) 、 S B S の水素添加物 （S E B

S ) 、 スチ レン一イソプ レン一スチ レン共重合体 （S I S ) 、 S I S の水素

添加物 （S E P S ) 、 スチ レン一イソプチ レン一スチ レン共重合体 （S I B

S ) 等のスチ レン系 A B A 型 トリプロック共重合体、 スチ レン一ブタジエ ン

—スチ レン一ブタジエ ン （S B S B ) 等のスチ レン系 A B A B 型テ トラプロ

ック共重合体等が例示で きる。

[0042] ウ レタン系熱可塑性エラス トマ一 と しては、低分子ジ才一ル とジイソシァ

ネ一 卜か らなるハ 一 ドセグメン 卜と、高分子ジ才一ルか らなるソフ トセグメ

ン 卜とを有するポ リマ一等が例示で きる。

低分子ジ才一ル には、例 えば、炭素数 2 ~ 1 5 の脂肪族二価 アル コール、

炭素数 5 ~ 1 5 の脂環式二価 アル コール、炭素数 6 ~ 1 5 の芳香族二価 アル

コール等 を用いることがで きる。 これ らの うち、二価 アル コール及び二価 フ

エノ一ルが好 ま しく、エチ レング リコール、ハイ ドロキノン、及び ビスフエ

ノ一ル A が特 に好 ま しい。

ジィソシァネ一 卜には、例 えば、炭素数 6 ~ 2 0 の芳香族 ジィソシァネ一

卜、炭素数 2 ~ 1 8 の脂肪族 ジイソシァネ一 卜、炭素数 4 ~ 1 5 の脂環式ジ



イソシァネ一 卜、炭素数 8 ~ 1 5 の芳香脂肪族ジイソシァネ一 卜等を用いる

ことができる。これらのうち、芳香族ジイソシァネ一 卜、及び脂肪族ジイソ

シァネ一 卜が好ましく、 T D I ( トリレンジイソシァネ一 卜）、M D I (ジフエ

ニルメタンジイソシァネ一 卜）、及びH D I (へキサメチレンジイソシァネ一

卜）が特に好ましい。

高分子ジオールには、低分子ジオールのアルキレン才キサイ ド付加物等の

重量平均分子量が 5 0 0 ~ 1 0 0 0 0 のポリエーテル、重量平均分子量が 5

0 0 ~ 0 0 0 0 のポリエステル、重量平均分子量が 5 0 0 ~ 0 0 0 0 の

ポリ力一ボネ一 卜等を用いることができる。これらのうち、二価アルコール

のアルキレン才キサイ ド付加物、及び二価フエノールのアルキレン才キサイ

ド付加物が好ましく、エチレングリコールのアルキレン才キサイ ド付加物、

及びビスフエノールA のアルキレン才キサイ ド付加物が特に好ましい。

[0043] シリコーン系熱可塑性エラス トマ一としては、ポリジメチルシロキサン （

P D M S ) 、ポリメチルフエニルシロキサン、ポリジフエニルシロキサン等

が例示できる。

[0044] 上記熱可塑性エラス トマ一の重量平均分子量 （M w ) は、組成等によって

多少異なるが、 2 0 ，0 0 0 5 0 0 , 0 0 0 が好ましく、 3 0 ，0 0 0

3 0 0 ，0 0 0 がより好ましく、 4 0 ，0 0 0 5 0 , 0 0 0 が特に好ま

しい。ここで、重量平均分子量 （M w ) は、ポリスチレン換算の相対値であ

り、G P C 法により測定される。

[0045] 太陽電池 1 1 を含む太陽電池モジュール 1 0 によれば、バスバ一 3 2 ，4

2 のヤング率を0 . 0 5 ~ 1 G P a に制御することにより、配線材 1 5 への

キャリアの伝達に必要な導電性を損なうことなく、バスバ一 3 2 ，4 2 と配

線材 1 5 との密着性を向上させることができる。さらに、配線材 1 5 の接続

に起因 して発生する応力の影響を緩和できる。当該応力としては、例えば、

バスバ一 3 2 , 4 と配線材 1 5 との線膨張係数の違いに起因 して発生する

応力、配線材 1 5 の圧着時に加わる応力、第 2 保護部材 1 3 である樹脂フィ

ル厶等の伸縮に起因 して発生する応力等がある。尚、当該応力は、バスバー



3 2 ，4 2 と配線材 1 5 との界面やバスバ一 3 2 ，4 2 と光電変換部 2 0 と

の界面に発生 し易い。

[0046] つまり、バスバ一 3 2 ，4 2 は、配線材 1 5 の接続部として好適な柔軟性

を有するため配線材 1 5 の圧着時に加わる圧力によって変形 し易く、配線材

5 との接触面積を向上させることができる。これにより、配線材 1 5 との

密着性が向上 し、例えば、高温又は寒冷環境下においても配線材 1 5 の剥離

を抑制することができる。そして、バスバ一 3 2 ，4 2 は、柔軟性が高く弾

性変形 し易いため、上記応力を吸収 して、その影響を緩和することができる

。これにより、光電変換部 2 0 の亀裂や割れ、脆性破壊等の損傷を抑制する

ことができる。バスバ一 3 2 ，4 2 は、光電変換部 2 0 の厚みが薄い場合で

あっても、亀裂等の損傷を十分に抑制することができる。

[0047] また、バスバ一 3 2 ，4 2 における導電性フイラ一の含有率をフィンガー

3 1 , 4 よりも低 くすることで、電極の柔軟性が向上するだけでなく、製

造コス トを削減できる。或いは、製造コス トの上昇を抑制 しながら、バスバ

— 3 2 ，4 2 の幅を太くして上記応力の分散を図り、上記応力の緩和性能を

さらに高めることができる。

但 し、バスバ一 3 2 ，4 2 における導電性フイラ一の含有率を低 くし過ぎ

ると、配線材 1 5 へのキャリアの伝達に必要な導電性が損なわれる。そこで

、バスバ一 3 2 ，4 2 のバインダ樹脂に、室温以下でゴム弾性を有するゴム

又は熱可塑性エラス トマ一を加えることによって、当該導電性を損なうこと

なく電極の柔軟性をさらに向上させることができる。

尚、ゴム又は熱可塑性エラス トマ一を増や しすぎるとバスバ一 3 2 ，4 2

の機械的な強度が低下 して しまい、配線材 1 5 からの応力によりバスバ一 3

2 ，4 2 中にマイクロクラックが発生 し、キャリアの収集を阻害する可能性

がある。

[0048] —方、フィンガー 3 1，4 1 は、バスバ一 3 2 ，4 2 よりも導電性フイラ

—の含有率を高めて、ヤング率を 1超過〜 5 O G P a に制御する。これによ

り、光電変換部 2 0 の広範囲から効率良くキヤリァを収集できる。



以上のように、各電極の機能に合わせて、電極のヤング率 を適切な範囲に

制御することにより、良好な光電変換特性 を有する太陽電池モジュール 1 0

を提供することができる。

[0049] 尚、本実施形態は、本発明の目的を損なわない範囲で適宜設計変更できる

例えば、図 5 に示されるように、 フィンガー 4 1 の代わ りに、銀等の金属

薄膜 4 X を光電変換部 2 0 の裏面上に形成 した構成 とすることもできる。

図 5 に例示する太陽電池 1 1 X において、第 2 電極 4 0 x は、金属薄膜 4 1

X と、その上に形成 されたバスバ一 4 2 X とを含んで構成 されている。金属

薄膜 4 1 X は光電変換部 2 0 で生成 されたキャ リアを収集 し、バスバ一 4 2

X は金属薄膜 4 X で収集されたキャ リアを集電する。バスバ一 4 2 X は金

属薄膜 4 X 上の一部 に形成 されていれば良い。

[0050] また、バスバ一 3 2 とバスバ一 4 2 とでヤング率 を異な らせてもよい。例

えば、バスバ一 4 2 のヤング率 をバスバ一 3 2 のヤング率 より低 くすること

は好適である。 これは、第 1 保護部材 1 2 には、通常、 ガラス基板が適用さ

れ、第 2 保護部材 1 3 には、通常、 P E T フイルム等の樹脂 フイルムが適用

されるため、第 1 電極 3 0 側 よりも第 2 電極 4 0 側で上記応力が発生 し易 く

なるか らである。

或いは、第 1 電極 3 0 では、 フィンガー 3 1 及びバスバ一 3 2 のヤング率

を変化させず、同一の導電性ペース トを用いて形成 し、第 2 電極 4 0 のみに

おいて、 フィンガー 3 1 及びバスバ一 3 2 のヤング率 を変化させてもよい。

実施例

[0051 ] 以下、実施例 により本発明をさらに説明するが、本発明はこれ らの実施例

に限定されるものではない。

[0052] < 実施例 >

評価用の光電変換部 を以下の手順で作製する。尚、光電変換部は、全ての

実施例 比較例で同 じものを用いる。

まず、水酸化カ リウム （K O H ) 水溶液 を用いて （1 0 0 ) 面 を異方性ェ



ツチ ング し、受光面及び裏面 にテ クスチヤ構造 を形成 した清浄な n 型単結晶

シ リコン基板 （以下、基板 という）を準備する。続 いて、 当該基板 を真空チ

ヤンバ内に設置 し、 C V D によ り、 当該基板の裏面上 に ί 型非晶質シ リコン

膜、 η 型非晶質シ リコン膜 を順 に形成する。 ί 型非晶質シ リコン膜の形成ェ

程では、 シランガス （S i H 4) を原料 ガスとする。 また、 n 型非晶質シ リコ

ン膜の形成工程では、 シラン （S i H 4) 、水素 （H 2) 、 及びホスフィン （P

H 3) を原料 ガスとする。基板の受光面 にも、 C V D によ り、 ί 型非晶質シ リ

コン膜、 Ρ 型非晶質シ リコン膜 を順 に形成する。 Ρ 型非晶質シ リコン膜の形

成工程では、 Ρ Η 3の代わ りに、 ジボラン （Β 2 Η 6) を原料 ガスとする。

続 いて、 スパ ッタ リングによ り、 η 型非晶質シ リコン膜上、及び ρ 型非晶

質シ リコン膜上 に、酸化インジウムを主成分 とする T C O膜 を形成する。 こ

う して、 T C 0 膜 / i 型非晶質シ リコン膜 / p 型非晶質シ リコン膜 / 基板 /

型非晶質シ リコン膜 / n 型非晶質シ リコン膜 / T C 0 膜 の層構造 を有する

光電変換部 を作製 した。

次 に、作製 した光電変換部の受光面上 に受光面電極 を、光電変換部の裏面

上 に裏面電極 をそれぞれ形成する。

受光面電極 は、 2 本のバスバ一、及び これに直交する 5 0 本のフィンガー

と し、 いずれもスク リー ン印刷 によ り下記組成等 を有する導電性ペース トを

受光面上 に印刷 して形成する。 まず、 フィンガーを印刷 し、次いでバスバ一

を印刷する。 尚、各印刷工程 において、 スキージ角度、印圧等の印刷条件は

同 じとする。続 いて、仮乾燥工程 （1 5 C X 1 5 分） によ り転写 された導

電性ペース 卜の溶剤の一部 を除去する。

裏面電極 は、 2 本のバスバ一、及び これに直交する 2 5 0 本のフィンガー

とする。 スク リー ン版の開口部のパ ター ンが異なる以外は、受光面電極 の場

合 と同様 に して裏面電極 を印刷する。

その後、本乾燥工程 （2 0 C X 6 0 分） によ り転写 された導電性ペース

卜の溶剤 を除去 し、バインダ樹脂 を熱硬化 させる。 こう して、下記寸法等 を

有する受光面電極及び裏面電極 を備 える太陽電池 を作製 した。



< フ ィ ンガ一 用導電性ペ ー ス 卜>

[ バ イ ンダ樹脂 ] ビスフ エ ノール A 型エポキシ樹脂

[導電性 フィラ一] 銀粒子 （粒径 ；1 ~ 1 0 m 、形状 ；フ レーク粉及び球

状粉の混合型 （配合比は 5 0 ：5 0 w t % )

[ 配合比 ] 溶剤 ：バインダ樹脂 ：導電性 フイラ一 = 1 ：9 ：9 0 w t %

< バ スバ一用導電性ペース 卜>

[ 導電性 フ イラ一] フ ィ ンガー の場合 と同 じ

[ バ インダ樹脂 ]

熱硬化性樹脂 （6 0 重量％ ) ；フ ィ ンガ一の場合 と同 じ

エ ラ ス トマ 一 A ( 4 0 重量％ ) ；シ リコー ン ゴム （T g ；_ 1 2 0 °C )

[ 配合比 ] 溶剤 ：バインダ樹脂 ：導電性 フイラ一 = 1 ： 9 : 8 0

< 受光面電極 >

[ フィンガ一] 高 さ ；4 0 m 、ヤ ング率 ；3 0 G P a

[ バ スバ一 ] 高 さ ；5 0 m、 ヤ ング率 ；0 . 0 5 G P a

< 裏面電極 >

[ フィンガ一] 高 さ ；3 0 m、 ヤ ング率 ；3 0 G P a

[ バ スバ一 ] 高 さ ；4 0 m 、ヤ ング率 ；0 . 0 5 G P a

次 に、作製 した複数の太陽電池 を同一平面上 に並べて、隣接する太陽電池

同士を配線材で接続 し、太陽電池モジュール を作製する。

配線材は、 フイルム状接着剤 （エポキシ樹脂系接着剤）を用いてバスバ一

上 に接続する。 まず、 フイルム状接着剤 をバスバ一上 に配置 し、次いで当該

接着剤上 に配線材 を配置する。配線材は、バ スバ一上 の全域 を覆 い、 フ ィ ン

ガ一にかか らないように配置する。 そ して、配線材上 に ヒ一 トシ一ルバ一を

取 り付 けて熱圧着することによ り、配線材 とバスバ一 とを接続する。

続 いて、配線材 を接続 して得 られた太陽電池のス トリングを E V A (充填

材）、 ガラス基板 （第 1 保護部材）、 P E T フ イル ム （第 2 保護部材）を用

いてラミネ一 卜する。 ラミネー ト装置では、 ヒータ一上 にモジュール材料 を

重ね合わせた状態で置 く。 ヒータ一側か ら、 ガラス基板 / E V A シ一 卜/ ス



トリング/ E V A シ一 卜/ P E T フィル厶の順に配置 して、真空状態で材料

を 1 5 0 °C程度で加熱する。その後、大気圧下でヒータ一側に材料を押 し付

けながら加熱を継続 し、 E V A を架橋させる。最後に、フレーム等を取り付

ける。こうして、太陽電池モジュールを作製 した。

[0055] 作製 した太陽電池モジュールについて、太陽電池/ 太陽電池モジュールの

出力相関、及び温度サイクル試験の評価を行った。評価結果は、電極のヤン

グ率等と共に表 1 に示 した。出力相関は、モジュール化前後の曲線因子 （F

F ) の変化を示す値であり、[ モジュール化直後の F F / 電極を形成 した直後

の太陽電池の F F ] X 1 0 0 (%) により算出される。温度サイクル試験の結

果は、 4 0 0 サイクル （最低温度 （― 4 0 °C ) 及び最高温度（9 0 °C ) で 3 0

分間保持 し、それぞれの温度間を9 0 分間で変えている）の前後の最大出力 P

a x の変化を示 し、[サイクル試験後の P m a x サイクル試験前の P m a

x ] X 0 0 ( ) により算出される。

[0056] < 実施例 2 ~ 8 、比較例 1 ~ 3 >

バスバ一を構成するバインダ樹脂の組成を表 1 に示すものに変更 した以外

は、実施例 1 と同様にして太陽電池の作製及び評価を行なった。

エラス トマ一 B ; ウレタンゴム （T g ; _ 3 0 °C )

エラス トマ一C ; ォレフィンゴム （T g ；- 5 5 °C )

[0057] [表 1]

表 1 に示すように、実施例の太陽電池モジュールは、いずれも出力相関が

9 9 . 5 %以上であり、且つ温度サイクル試験によるP m a x の変化率が 9

5 . 0 %以上であった。つまり、実施例の太陽電池モジュールは、初期の出力



特性 に優れると共 に、 その特性が長期の使用によ り劣化 し難 い。 この優れた

特性 は、バスバーのヤ ング率 （2 5 °C ) を 0 . 0 5 ~ 1 G P a の範囲内に制

御することによって、 またフィンガーのヤ ング率 （2 5 °C ) を 1 超過〜 5 0

G P a の範囲内に制御することによって得 られたものである。

一方、比較例の太陽電池モジュールは、初期の出力特性が高いがその特性

が劣化 し易いもの （比較例 1 ) 、或 いは初期の出力特性が低 いもの （比較例

2 , 3 ) であ った。

また、エラス トマ一の含有量 を 1 0 ~ 3 0 重量％ と して、バスバーのヤ ン

グ率 （2 5 °C ) を 0 . 1 ~ 1 G P a の範囲内に制御することによ り、 出力相

関が 9 9 . 5 % 以上であ り、且つ温度サイクル試験 による P m a x の変化率

が 9 9 . % 以上 という、特 に優れた特性が得 られる。

符号の説明

1 0 太陽電池モジュール、 1 1 太陽電池、 1 2 第 1 保護部材、 1 3

第 2 保護部材、 1 4 充填材、 1 5 配線材、 1 6 接着剤、 2 0 光電

変換部、 2 1 テ クスチャ構造、 3 0 第 1 電極、 3 1 ， 4 1 フィンガー

、 3 2 ， 4 2 バ スバ一、 4 0 第 2 電極。



請求の範囲

[ 請求項 1] 光電変換部 と、

前記光電変換部の主面上 に設 け られた電極 と、

を備 え、

前記電極 は、バインダ樹脂 と導電性 フイラ一 とを含んで構成 された

バスバ一を有 し、

前記バスバーのヤ ング率 （2 5 °C ) は、 0 . 0 5 ~ 1 G P a である

太陽電池。

[ 請求項 2 ] 請求項 1 に記載の太陽電池あ つて、

前記電極 は、バインダ樹脂 と導電性 フイラ一 とを含んで構成 された

フィンガ一を有 し、

前記 フィンガーのヤ ング率 （2 5 °C ) は、 1 超過〜 5 0 G P a であ

る。

[ 請求項3] 請求項 2 に記載の太陽電池あ つて、

前記 フィンガ一及び前記バスバ一は、各 々の前記バインダ樹脂の組

成が互いに異なる。

[ 請求項 4 ] 請求項 3 に記載の太陽電池あ って、

前記 フィンガ一を構成する前記バインダ樹脂 は、エポキシ系樹脂、

ウ レタン系樹脂、 ウ レァ系樹脂、 アク リル系樹脂、 イミ ド系樹脂、及

び フエノール 系樹脂か らなる群 よ り選択 される少な くとも 1 種 である

熱硬化性樹脂 を 9 0 超過〜 1 0 0 重量％含有 し、

前記バスバーを構成する前記バインダ樹脂 は、前記熱硬化性樹脂 を

5 0 9 0 重量 0/ 0、 及びガラス転移温度が 2 5 °C 以下であるゴム又は

熱可塑性エラス トマ一を 1 0 ~ 5 0 重量％含有する。

[ 請求項 5] 請求項 4 に記載の太陽電池あ って、

前記 ゴムは、 ジェ ン系 ゴム、才 レフィン系 ゴム、 ウ レタン系 ゴム、

アク リル系 ゴム、含ケィ素 ゴム、含ハ ロゲ ンゴム、及び これ らの変性

物か らなる群 よ り選択 される少な くとも 1 種 である。



請求項 4 に記載の太陽電池あ って、

前記熱可塑性 エ ラ ス トマ一は、 ス チ レン系熱可塑性 エ ラ ス トマ一、

才 レフィン系熱可塑性エラス トマ一、 ウ レタン系熱可塑性エラス トマ

― 、 エステル系熱可塑性エラス トマ一、 アク リル系熱可塑性エラス 卜

マ一、 シ リコー ン系熱可塑性エラス トマ一、及び これ らの変性物か ら

なる群 よ り選択 される少な くとも 1 種 である。

請求項 2 ~ 6 のいずれか 1 項 に記載の太陽電池あ って、

前記バ スバ 一 に お け る前記導電性 フ ィラ一 の含有率 は、前記 フ ィ ン

ガ一における前記導電性 フィラ一の含有率 よ りも低 い。

請求項 2 ~ 7 のいずれか 1 項 に記載の太陽電池あ つて、

前記バスバーの高さは、前記 フィンガ一の高さよ りも高い。

請求項 1 ~ 8 のいずれか 1 項 に記載の複数の太陽電池 と、

前記バスバ一に取 り付 け られた配線材 と、

を備 えた太陽電池モジュール。
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